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2 アメリカの対日MSA援助  
まとめと展望  
－115－  
岩本ゼミ機関誌発行に寄せて   
アルバムをそっとひらけば、当時の自分の眼差しにある積の懐かしさを感じるように、機関誌を  
開いて自分の文章を読む皆きんが、大学時代を回想するのはいつのことでしよう○   
括字ばかりのこの機関誌にも、京都で過ごした時間が、たとえ一部でも色禎せることなくギエッ  
と詰まっているはずです。そうであればいいな、とも思っています。  
●●●●●●●●  今年も機関誌第5号が発行できました。私が岩本ゼミに名前ばかりのmとして参加するように  




気分で、有意義な時を送りました。また次回、＼お会いできることを楽しみにしています。   
卒業生の皆きん、ご卒業おめでとうございます。これからしばらくは、今までとは全く違う環境  
で戸惑うことも多いかとは思いますが、きっと、これまで以上の充実感に恵まれるものと確信して  
います。今年の卒業生は、いろんな意味でゼミに新風を巻き起こしたのではないかと思います○   
その中で、ゼミ長として、6期生をまとめた丸山くんの常日頃の責任感には脱帽です。ゼミでの  
とても丁寧な発表がとても印象的でした。   
遠藤くん、情報力はすごかった！今後、さらに磨きをかけてください。   
柵山さん、持ち前の気配りtをこれらかも大切にして下きい。   
関根くん、ふとした時に見える冷静さと、飲み会でのあつさ！！の両方が印象的でした。   
西丸くん、インゼミ勉強会で時たま見えたハイチンションがとても魅力的です！！   
野田さん、勉強会で自分の疑問をひとつひとつクリアしていく姿は見習うものがありました○   
船橋さん、インゼミを個性的な3人組！で取組んでいたこと、他の班への気配りが印象的でした○   
松下くん、2回生の暗から熱心にインゼミに取組んでいた姿が思い出されます。特に、3回生の時  
の研究室でのひたむきさには胸がうたれました。今後もe－mailの詩を見るのを楽しみにしています。   
吉川さん、ディベート後のコンパで聞いたインゼミへの思い入れが、今も耳に残っています○   
倫伽くん、3回生の時の勉強会や、4回生の時の司会でみえた真筆な姿が印象的でした。   
平井くん、インゼミの責任者として一生懸命取組んでいた3回生の頃や、後輩たちの勉強会に参  
加して、自分の言葉でひとつひとつアドバイスする姿が思い出されます。   
個性豊かなみなさんとの出会いは、自分にとってかけがえのない大きな財産です。毎年の言葉で  
すが、みなさんそれぞれの「しあわせ」をこの京都の飽から祈願しております。  




えばそれまでですが、理由と言訳は紙一重です。   
マイナーな許なので飛ばしても構いませんが、今回は小麦と飛行機をあつかっています。日本の  
産業政策の申で、代表的な失敗例とされる航空機産業の起源のひとつを触れる、小さなお話です。  
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課題と視角   
第2次世界大戦後のアメリカ政府の対日援助は主に、占領地救済基金（GARIOA）1、占領地復興資金（EROA）2、  
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図1アメリカの主要な経済授助く50年代まで）と対日援助  










46年7月 47年3月  49年l月    紳年6月  
ガリオア ギリシア・トルコ揺動 ポイントフォア 国際間尭法  
（トルーマン・ドクトリン）49年相月     引率10月  
＄7年tl月  8一年さ月  
DLF（開発借俄基金）19引年対外援助法  
（進歩のための同盟）  




48年4月  引年相月  萬年さ月  55年4月  81年11月  







、」帽年（改正）   
EXIM（ワシントン輸出入銀行）  
③アメリカの援助機開  
1援助物資とMSA   

























15福井宏『世界の小麦 4（小麦の国際賞易）』農林水産業生産性向上会議、1960年、25－30責。  











































表1 MSA550条に基づく各国との協定の比較（54年2月10日当時） （首万ドル〉  
品目   寧額  品目   金額   
煙草   20．0   大豆   0．9  
乱0  
ノルウェー  
ラード   落花生   0．2  
英国  11．0   棉花   2．0  
牛肉   17．4  
フィンランド  
煙草   3．0  
ドライド・プルーン   5．0  小麦   8．0  
棉花   3．0  
可 エーコ  
ラード   4．0  
西ドイツ            煙草   10．0   大麦   2．0  
大豆   台湾         2．0   小麦   0．9   
綿花   15．0   
イダノア  l  
大麦   
2．0  日本（注）  50．0  
オランダ  棉実油   6．0  
注）日米間のMSA協定締結は54年3月。  
武内龍次（在米臨時代理大使）「MSA法第五五○条の協定の進行状況に関する件」（外務省外交史料館『外交記録』E’－0016－3）、54年  











































それによって安全を保障する0（立）したがって、自国の防衛力は低く抑える0 ほ）そうして得られた余力を経済活動にあて、  
通商国家として括路を求める」（高坂正尭「日本外交の弁凱『講座 国際政治』第4巻、東京大学出版会、1脚年）ものと整  
理される。  
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た援助予算だけでなく、軍事費の削減もアイゼンハワー政権の課題であったヰ3。日本に対する再軍備要求と経済援  
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「投資保証協定」の4協定に基づくものであり、MSA協定と総称される（1954年3月8日調印、5月1日発効）520  
MSAを麿済的側面から評価する降、直接的な資金援助以外にも視野を広げるぺきであるという観点から、本節では  
その後の技術援助の基本協定となった「日米相互防衛援助協定」に適宜触れながら、550条に関する援助－－－ 「農  
産物協定」、「経済的措置協定」－－一 による外貨節約や援助資金の具体的使途を検討し、「投資保証協定」53に  
っいては別の機会で扱う。  











の内容－－－ 「日本の経済力に見合った防衛力増強を行うよう奨励する」5占－－ が踏襲されているのと同時に、  
池田＝ロバートソン会談での1，日本の経済優先路線とアメリカの軍事優先路線との対立、2，憲法九条との関係、とい  
う点から日本的特色が生じた、とも整理できる。   
相互防衛援助協定では相互防衛援助計画（MDAP；MutualDefenceAssistanc占program，あるいはMAP；Military  
Assistance Program）を受入れる性格上、日本側が防衛計画を示す必要があり、54年3月のMSA協定締結後、防  
衛庁設置法及び自衛隊法が提出される（6月、国会成立）。これが戦後の安全保障政策の起源の1つとされる理由  
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機工業は7年以上の空白に終止符をうつ。   
当時、フィリピン、台湾、カナダ等でも航空機修理を行っていた米軍は、日本にも発注する意向を示し、各社に  
設備拡張を要辞した58。人件費（契約単価）、地理的条件（輸送時間・費用）等の関係から日本に切替える方針と  
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政治的反発を弱めるのに役立つであろうと考えられていた糾。さらにソ連の航空機の北海道上空での領空侵犯問題  
や、米軍機（B－29）がソ連軍機に撃墜される事件も起こっており、日米両国政府ともに日本における防空及び航空  
兵力の創設の重要性を認識していた65。   
ただし航空機の拡充については、日本政府はMDAPによる供与を望み、国内生産を期待する産業界と対立した0  
国内生産と技術力向上を結びつけようと考えていた産業界に対し、日本政府は国内生産に伴う負担増と市場の不安  
定性、経営基盤の脆弱性を懸念したのである6占。   
F＿86FとT＿33Aの国産化は、MSA協定の1つである日米相互防衛援助協定を基本とする「日米ジェット機生産協  
定」の調印後から開始され、軍事予算・援助予算削減方針のアメリカ政府が主導し、日本国内では経団連（防衛生  
















表3  ジェット機生産計画  
F－86F（主契約者：新三菱重工業（株））  T－33A（主契約者：川崎航空機工業（株））  
第1次   第2次   第3次  音十   第1次  第2次  第3次  計   
日米取極調印日  1955．6．3  1956．4．17  1957．4．9  1955．6．3   1956．4．17  1957．4．9  
契約締時日  1956．3．31  1957．3．29  1958．3．29  1956．乱7   1957．3，29  1958．3．29  
生産機数  70   110   120   300   97   83   30  210  
年度別生産機数  
56年20、  57年印、  58年60、  55年2、56年48、  57年57、  58年30  
57年50  58年58  59年60  57年47  58年26  
国産化率  
80機組立、  全機組立  33機組立、 77機32．4％  48．0％  67機約16．0％   35．2％  43．1％  
日本政府側負担額  23．42   87．27   115．72  226．41  26．63  37．73   15．80  79．66  




















化することになった。   
日米両国政府の共同負担によるジェット機の生産は、はじめはアメリカ側から装備品、部臥材料、冶工具等が  
無償供与され、完成部品を組立てるいわゆるノック・ダウンから始まり、順次国内において開発された国産部品を  






















ジェット中間練習機T－1（富士重工）も共通部品を使うことになり、その恩恵に浴したのである77。   
日本の航空機工業は、T－33A、ト86F両機を辛がけたことにより、アメリカで進んでいた生産管理方式、品質管理、  
米軍規格と検査の方式を修得していった。これらが、その後のF－104JとP2V－7のライセンス生産、国産ジェット機  


















与資金が重点的に供与され、この両者がそれぞれ有機的に連関したという点で航空機工業は注目すべき存在である¢   




4  MSAによる穀物受入量（千トン）  
予定量   受入量く注）   
小麦   500   610   
大麦   100   112   




メリカ政府の軍事援助計画にもとづいて日本における域外調達に使用されることになった。   
援助の具体的形態は図5の通りであり、贈与された円資金は54年5月に設置された経済援助資金特別会計（主  
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き（④、あるいは表5）、また残額では域外調達が確保できた（③b、⑤）。ただし円払いという点（③b）では、  






（4）MSA贈与資金と航空機工業   
地田＝ロバートソン会談で、最終的に防衛支持援助として認識されたMSA贈与資金の具体的使途は表5の通りで  
ある（表5）。  
表5  MSA贈与資金配分計画と貸付状況  （単位：億円）  
第1期配分  貸付状況  
計画（＊1）      55年度  5（i  57  第1期累計  58  59   60  61  62  63  64  66（＊1）   
▲空機  16．9   12．5  7．40  5．1   25．00  7．Oq  7．30（審2）  7．50（串2）  16．00（寧2）  乱00（＊2）  1．0  4．00（＊2）  
■修理  （4・00  （2・00（＊3）  
・ジェット機体  （12．90  （10．50（＊4）  （12．50（＊5））  （14．30（＊6））   （7・50）  （16・00（＊7））  
武器・火薬   8．25   6．05  6．05  0．70（＊8）  1．3   1．04  1．3   
艇   2．9  
関連産業  5．0   2．55  2．55  0．46  1．7   1．48   0．30  0．70  
・金属チタン  （2・00  
・フツソ樹脂  （2．00  （0・80）  （0・8  
・電子機器  （1・00  （1・75  （1．75  （0．46  （1．79  （1・48）   （0・30  （0・70）  
合計   33．05   21．1  7．4  さ．10  33．60（＊9）  7．4   9．09  8．98   16．3   9．40  2，3   5．0  1．3   










＊9）第1期の貸付累計額であり、実際の贈与円資金の合計は33．9億円である。58年度以降、廃止（67年度未）までこの回収金が運用される。   
出所）第1期は『通商産業政策史』第5巻、19錮年、224頁、防衛生産費鼻会『十年史』74－75貢、58年以降は開銀『10年史』384－86責、大蔵  
省銀行局編『銀行局金融年報』各年版より作成。  
特色は、航空機産業が高い比重にあった点であるさ0。当該期の航空機工業に対する政府資金融資約31．5億円のう   
ち25億円がMSA贈与資金からのものであり、また、新三菱重工業がF－86Fの製造設備（名古屋航空機製作所）に   
投じた37．21億円のうち15億円、川崎航空機がT－33Aの製造設備（岐阜工場）に投じた14．74億円のうち8億円、   
ジェットエンジンのオーバーホール設備（明石工場）に投じた3．25億円のうち2億円がMSA贈与資金から融資を   
うけていた㌔これらのエ場は当時の航空機工業の中核地であり、前述の技術導入と相侯ってジェット機国産化の 
基盤となった。上述のMDAPに基づく「日米ジェット機生産協定」を、設備資金という側面から支えたのがMSA   
贈与資金なのである。  
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いと見込まれた「中型輸送機国産化構想」（56年6月）を発表する。官民共同による日本初の国産中型輸送機YS－11  





でがYS＿11の試作作業期間であり、当該期の政府出資率とMSA贈与資金の重要性が明らかになる。   
これまでも、航空機工業のジェット機国産化と中型輸送機開発計画の2点を通じた再生策の存在は他の防衛産業  
にはない特色として指摘されていた83。その2点とMSAとの深いつながりを、MDAPとMSA贈与資金という側面  
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